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政府や地方自治体等の防災口危機管理のための

通信衛星の利用

平成18年8月25日

宇宙航空研究開発機構

理事 堀川 康

0.通信衛星分野における長期的計画の見直し方向について
2003年9月 現「長期計画 |

1)固定通信分野
「国内 アジア大平洋地域におけるデジタル ディバイド解消を図るため固定衛星通信の大容量化や災言時等の

通信確保の技術開発を行い超高速衛星インターネットの実用化を目指す。J
2)移動体通信分野
「衛星を利用した移動体通信システムの効率化を図るため、大型展開アンテナや高出力中継器等の開発を行い

静止軌道からの小型移動体端末向けの衛星通信技術や広い範囲へのサービス提供可能な移動体通信に必

要な技術を獲得する。」

200■年型班■ CSTE章 宮j濁鞠
研究開発における官 民の分担を決める必要がある。
民間衛豆と国の研究開発ミッションの連携(民衛星に国のR&Dを 搭載)を検討すべき。

国による具体的なシステムの先行開発を通じて民間へ技術移転し、実用システムとして

産業化を目指す。

200学マ月 地域再生の取り組列 車関する世轟調査(内閣府)
防犯 防災対策の充実が国や自治体に期待する政策として484%で 第1位.

20CO年8月 ュビ=タスネット時代にお!する手宙通信のあり方に関する7P.全 確 法省)

打0年後、20年後宇百通1言は「安全 安心の確保J、「ュニバーサルな情報通ln環境の実現」、
「ネットワークの進化と宇宙利活用の高度化Jに有効

2000年7月 安心:安全な社会の実現印 !iた暗観通信技術のあり九L国 主至調査囲窒会

,間 とりまLarj【総務資と
「災書対策 危機省理J、「資の安心 安全Jおよび「児宣 高齢者などの市民生活支援Jの
3分野で検討中。

災害対策 危機管理の分ヨ打こおいて移動体衛星通信技術に期待。

が壼塾室と安′旺 シフト



1 防 災 口危機管理のための通信システムに求められる機能

1 1ニ ーズ分析(総務省研究会、」AXA調 査)結果による共通する要求

1 靭 、広域/同 報通信、地 調割重三2△ 本暑続信が可能なこと。
2 日 堂整濁立盗盤盤で和1用可能なこと。
3 高 度なセ車 を有すること。
4 位 置情報と猛回できること。
広域として対象となる領域は、日本およびアジア地域

共通する要求1に ついて、「地上防災無線等では空白地域が存在」するのに対して、広域
/移 動、広域/同 報通信は 衝星通信ぶ毒お。また、拠点間の大容量通信についても耐
災青性ある衛星通信が適している。

しかし、現在の衛皇通信は、共通する要求2、3を話たしていない。
共通する要求2→ 特別な地上装置が必要
共通する要求3→ 不十分

また、共通する要求4の 様な、より有効性を高める技術の活用が求められている。

現在の衛呈通信が満たしていない危機管理上の要求を解決し、より有効性を高め
る技術の適用を行うことにより、肪災 危ヽ機管理通信システムを構築出来る。

2防 災口危機管理通信システム構想

災害対策用の基幹ネット2=2を
国際標準化が進展している
IPネットワークを基本に精葉し、
災書情報の共有化を向上

‐‐

1 携
帯 電 話 |

住民との間の情報伝送

圏 申 里

被災現場における相互通信を、
映績を含む大容量通信がコ ミイエ豊嘘て
利用可能な新たな無線通信技術で実現

韮 茸E■2テイを有する

日常使用する機器て利用可能。

対策機関間の相互移動通信  対 策機関の基幹ネットワーク



3 ETS―Wll口WINDSを利用した防災白危機管理実証実験
将来システムの構築するためにE T S  V  、W  N D Sを使用じて、衛星の有効な利用方法、

実社会における通信状況等の確認を行う。
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地方自治体

(災害対策ネ部)

被授轡鶴栓楽員 , 1  ■■受ユ崎,どヨ域のほ嘉をわ同時に質としたち全 縛哀言りヽgE■ I I【 にはして

よ切な延ヽ十援メ=行ラ十“tヽ 高ヽのヽすと,,トエ■ヽ声,■_よ=Ⅲ ,

0日 常使用する機器(携帯電話等)への広域/同報通信
② 日常使用する機器(防災、行政無緑トランシーバ等)への広域/同報通信
0(対 策機関においては)映像等の送受が可能

4_技 術開発課題
将来のシステム構想から技術開発課題を輸出、当面、これら課題について研究 開発を実施する。

ヨ
大型展開アンテナ
日常使用する携帯電話やトランシーバで直接、衛星通信が可能となるよう、
ETS V で 開発した13mめの大型展開アンテナの技術を踏まえて、
30m φ～50mめ の大型展開アンテナを開発する。

L災 害時のョ信需要の増加へ対応した大容量通信

通信需要に応じたネットワークの再構成を可能とする技術
危機の発生による通信需要の急激な変化に対応してネットワークの再構成を可能とする技術とな

る「放射パターンの柔軟な変更が可能なアンテナ」や、「通信路構成が変更可能な中継器J。

衛星をネットワークの1構成として複数の衛星の送信電力の再配分を行う「複数衛星によるネット

ワーク再構成技術」。
放射パターンが変更可能なアンテナは、W NDS等 で開発したアクティブフェーズドアレイ技術を

踏まえて、位相器の多段化等により実現する。

0 国 際標準化の進むPネットワーク化による情報共有
0 異 なる機関間での相互通信を可能とする方式の変換
0 高 度なセキュリティ

―J

この他に、「Pネットワーク化を行うための衛星搭載 PルータJ、「通信方式の柔軟な変更を実現す

るソフトウェア無線技術」へ「高セキュリティ通信方式J等の技術開発が必要である。



5通 信衛星の政府や地方自治体の防災・危機管理への利用のための回―ドマップ
～2010年 頃 (5年後) ～2015年 頃(10年 後)

公的な利用機関(外務省 地方自治は、
防衛庁、警察庁 消防庁)との実証計画立葉

(1)ETS‐ VH

地震 津波警報時双方向通報
航空機 船舶遭難救助支援 など

(2 ) V V I N D S

在外邦人避難支援
アジア大災書教難支援 など

E「S,v‖/W NDSと 民間衛三の面用 (デトアルユース)の端末開発

大型展開アンテナ
通信需要に応じた
ネットヮーク再構成技術
P技術

ソフトウェア無線技rI
高セキュリティ通信方式 等

ロケット奈剰ペィロ十ド、小型衛星等の活用

民間衛星を用いた実証実哀

防災・危機管理通信インフラ

参考



No =一 ズ調査石 草 ⅢAX■分析ヽ P

項 目 |  ,:||、lfiF十':::) 通信形t 伝ま連度 て0他

住 宮間の情報伝送に関するニーズ

1 仁氏が 普段か らあ 行 て=を 通信 礎経 による格津屁伝= す究会 広収′移動 日常便用する機器

2 1ヤ ,め 一斉 向部t型 択 "々 研究安 広車十移動/●新

3 いつてもどこにおいてt韓 夏に連経"1取れる す坑食 広域′移勧 高 いセ■コリティ

4 央者対 東京吉,等におけるi席 状況封店要志状 況=ど が鷺

てもわ 小る形て設ても伎 いヽすい梅林にリアルタイム に提

供てまる

研究会 広車1移ゆ 円定十回報 故 にb p s )上 巳有 償用する釈寄

5 避雄住 民め状況 | 口損や逆難住 民への情報梶渋

帰宅 困雑者へo 情 報 提供

研究会 広虹!移動 向定″同親 政kb p s以上

6 ほとをすわ た者になりすましされない "貫 全 高いt キ J ワティ

7 いこ連鍵 UAXAヒ アリング 広tイ移 動 激 kb p s以下

6 災言駆 古0位 置特 定 UAXAヒ アゥ グ 広整イ移 動 蚊kb p s以下 日々使用する機器

対策機関の基幹ネットワーク

/対 策機関間の相互移動通信に関するニーズ

0 京氏機 関問て席実な1日=通 信 lf司柱 研究会 拠点 間十日定 柏 =通 信 六 心技通信

10 長大―
i奈 名にも及ふ 多数 子対して

一
斉 痢報妥 に帰財 問

て確実に伝 達てどる

研究会 広域!移81,「報 高 いtキ ェリテイ

11 礎員お(普なから転 行てきる通信租群 による情露伝送 研究姿 広Hイ移動 日常使用する機器

12 情報伝法 における空 白■常の策拍 研究会 広戒1移詢 同定

13 騒宮を持つた者に解読されない 研究会 言いセ■■リテ″

参考1,ニーズ分析(1′3)

(注)「研究会J    ‐  安 心 安全な社会の実現に向けた情報通信技術のあり方に関する詞査研究会 中間とりまとめ より

「Jハたくとァリングょ 防 賞危機管理分野に関し 関連省庁 地方自治体に対して」枢 Aが実ltしたヒアリングの結果

参考1.ニーズ分析(2′3)
ND ニー ズ調査経果 」AX A分 析結鼻

預 自 情報源 逓 1 =形 I E 伝送速度 tの 他

対策機関の基韓ネットワーク

/対 策機関問の相互移動通信に関するニーズ (続 き)

14 遣蕗 やほ 空の様 書 火 災などについて

関係礎関が拒部をり,ル タイム でモニタリンダてきる手

段

研究全 広萩略 勧 臼定 数M～

数十 M bps

情 報共有

効口信E S

15 市 町村～都道府 県一回の 問や告機 関F I I l の
一

体的な情H R 共有手政 の確保

研究空 紅 汽間′園倉 政M 一

鮫十 M b p s

1覇 其有 大き立垣拒

16 地上綿 がネ発達ない奥 tn疑こ所 4故 現塙毎 いXAヒアリング 広紅″移 動 政kb p s以 ト

1ア 在 火いの帰 を腐t塔 の結専 JAXAヒ アサング 広紅ヤ移 動″向親 殿k～

戴Mい,s

16 災 言lJの察と草市 と病院 間通 信確保等 JAXAヒ アリング 広取1移動 政k―

題MbPs

高セキ■ツティ

,9 技助 咲り 勁ほ脩新 のモ■など地 日 Iへ の マッビン' JAXAヒ ,ワシグ 広収″落 勁 数k～

類 Mbps

生情 |キ親

20 へけの術皇を介 した映l「信広 UAXAt,リ ング 広卓′移動 峡Mbps 動口摘車

21 画質をえとしててもどこうヽヽてもい校 =伝 送 JttAt,リ ング 広草1移gl 数 k～

救 Mbps

動口 1'親

22 究者現場のは況を迅速 辞細 リアルタイムに'「月要等
に垣:信

U感 4ヒアツング 広紅ィ固定′同親 故M～

数十 M b p s

動面‖事

23 れ整取効Ffの動コ伝送 コ/1X/rヒァゥング 広虹1務勧 強 M b p s 勁画情報

24 航 空機わ` ヽの映優 ″I確 を 由て伝 と ヨAXAヒ アリング 広虹″14め 強 Mb,s 勤 コ 1 1 報

25 マランカ海峡を硫 ↓AXAヒ アリツゲ 広琢 (茄舛 /移 動 敗 M ～

数十 M b o s

26 漁納 そのた水 事故 衝費 ヽ改 革の緊急通信 UスXAヒアリング 広Jユイ移 動 取kb p s以上

10



1ロニーズ 村千t3′3
No ニーズロ査務案 JAxA分 析携兵

項 目 情報通 通信形態 伝送 速度 その他

情報取鼻、情4R処理、その他 に関するニーズ

〔情報収表)

2' あらかしめ又は臨時に捜置した定点カメラ センサ等によ
り 情報をリアルタイムで自動収集てきる

研究室 広転′固定 救k～

践 Mb p s

助画情 報

26 茶行機やヘヮョブ,一年による画侵常親につしヽて リアル
タイムで対応でをる

翻究室 rA4′移駒 数Mb p s 勧画情報

20 夜向 流天 線末や火災優等による彰増や 強律伝送可
能ェリアの空自地市の解消

研 究会 広☆略 勧 救M―

数 十 M  b P o

勧画情報

30 ンナーブィ等のセンサー情報伝送 いXAと アリング 広転/移由 故 k b p s 以上

S, 涼 ま観 潟ブイ 病産地 歳渡駒ブィ等 の結PR伝送 JAx人にァリング 広取存 勧 敗 にbPs以 上

32 気 農やケムの水位 峰のテータ uA/Aヒ ァリング 広渡′移助 固定 強 kb p s以下

06 抑ldとおほとを組み合ゎせたンツ■―ンヨン 」AXAヒ アリング 広取/移出 強 にbp s以上 位 置 4F t R

(情報処窪〉 」AXAヒ アリンタ

34 断片的 局犯的な情報(点の情報)から地図等を用いて広
寝的な情報(面的な情縄)への交換や表約に要する時間
の短構1ヒ

斬究会 あ華11

35 を力化めための使い藤手力(よく確実な情報査絵め路 R
ツー′レ

研究会 を力4し

36 救援駒資のロシスティックスに対する情報通4H■技術の活
用

研究会 広蛇ャ移殉 位置情報

(その他)

07 大 型船 飽 小ヽ小型恥舶まで病上 でo高 機能オフィス恵境
r/実 現

JAXAビ アリンタ 広燎″移動 敵十Mbps以 上 大 容■通信

38 勧輸によるは作物松言防止のための詢勅位ほモニター/
生態前=

JAx人ヒアリング 広岐ら 勧 強kbぃ 以下

11

参考2(1′2).住民との間の情報伝送

災害時の書報や通報を、
いつてもどこ無 七迅速 確実に伝達

担塩連亡壁とる盤盤で利用可有ヒなこと。

災害発生前～

焚害発生即時～

災書発生数時間後…

災害発生数日後～

通常の様帯電話に
一術星受信極柱
―安否応答機能
―位置情報付加

をⅢテップ化

→携市電話(衛昌組で空白批虚無《力′ヽ一)
O予 測情報、警報を同報(数kbps)

―携帯電話(地上系の状況は不明、街星銀は使用可能)
O衛 三から携帝へ 安否穫記依頼(数kbPs以下)
②携帯から衛呈へ 位置 「無事J/「敦助必要」宰定形文(幾kbPs)
③携帝から衛呈へ 伝言ダイヤルヘの接続(数kbps)

一携常電話(または,シtク放送)
O災 書情報 同報(数Mbps)
②「教助必要J者へ救助情報連絡(数kbps)

→衛星lJol sPOT(中 域と衛星縄【鯨星)
0無 線LANを構築、災害援助情報 災害指示板に
日頃使用しているPC等から自主的アクセス(1001Mbps以上)

→携帯電話
O獲 帯から衛里へ 山岳lt難時など「SOSJ送信(数kbps)

→携帯電話

②観光情報提供(数kbps)
―その他

C自動車へ 事故発生時連絡 盗難車追跡(数kbps)
C不法投葉監視(数Mbps)等

衛 三HoTsPOT

lPルータ与

ツフトウェア無線送信 受信機

ネットワーク再構成技術(結電部)

大型展開アンテナアンテナ

平時

無線LAN 12



参考2(2′2)_住民との間の情報伝送

O住 民との間の情報伝送のあるべき姿

害時の啓報や通報を、いつでもどこでも誰とでも迅速 確実に伝達(研究会まとめ)
一陛

現状 の問題 点
1)輻壌、規制、故障などにより

災害発生時に固定/携 帯電話が利用不可能
2)風雨音等で屋外拡声装置の音声放送

(避難警報等)が住民に伝わらない場合がある。

、」_二!L

対処策
0日 常使用する機器(携帯電話等)への

広域/同 報通信

13

国め生畳への瞭蚊提供

央害対策本書口等

住民からの電埼等による

同観系防焚

行政軒臨

住民への情報伝遠手段としては同報案
防災行政無臨やは報=守 が活用されて
いるが怪物内にいる場合や巳雨資が憩し
い塩含など、間き取れない危険性がある。

＼ 、

広報= 地住民

鶴督雪爆ξ3告昌畳信暑レ岳格そ蜃場で|
●市町村他 対策機関へ

予浸,情報、警報を向報(数M～数百Mいゆ

参考3(1′3)対 策機関間での情報伝送

災害発生前～

Ｂ
符

口
災膏対策用の峯苺ネットワ=クを
国際標準化が進展している

Eよ立上2=2を 基本に構築し、
安官情報の共有イしを向上

日

密
田

災害発生即時～(地上組の状況は不明、衛星網は使用可能
●現地市町村からの速報(数MじPs)
C対 策機関間の現地での各種無線(トラツシ

ーAう
の共有回線を設定(数k～数Mbps)

災言発生数時間後～

●飛行機による被災地、
洋上、山岳地の動画像情報伝送(数Mbps)

2中 央に集積した
情報の現場への提供(数M～ 数百Mbps)

0探 索 捜完ロボットの道隔操作(数k～数Mbps)

●遠隔医療(敷M～ 数十Mbps)

焚言発生数日後～(衛三網で柔軟に回線設置)
0道 路や橋梁の被言、

火災をリアルタイムモニタ(数M～ 数十Mbps)

0中 央に集積した
復旧作業間違情報の提供 (数M～ 数百Mb p s )

平時

●例えば 対策機関内の遠偏教育桐1練(数Mbps)

】、
.,こrlf

屋碓―曝1 考

, 肖レテ無線    ~~‐

ノ

行i政熱

対タ

1線

電機関間のオ日三移動通信

IPルータ チャネライサ

対策機関の基幹ネットワーク
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Lゼ垂 ≦建遣桔
!百桔癌

ネットワーク再配置技術

(アンテナ)

システム全体
30～50GbPs



参考3(2′3)_対策機関間での情報伝送
O対 策機関の相互移動通信のあるべき姿

被災現場における相互通信を、映像を含む大容量通信がモバイル環境で
利用可能な新たな無線通信技術で実現(研究会まとめ)

現状の問題点
1)通 信方式 周波数が異なるため組織間

(市町村の災害対策本部と消防本部等)
での相互通話が困難

2)各市町村でネットワークやITシステムが
個別に整備されているため、
相互通話 情報共有が困難

3)映像伝送不向き
4)山間地等の不感地域
5)船nB航 空機は対象外

対処策
② 日常使用する機器(防災、行政無線

トランシーバ等)への広域/同 報通信
③ 映像等の送受

(例)殺命引 火滝由

は欝議

観

騎・穀怠無観

【

ヽ

賛害対策本部等

1議
‐     ｀

 Ⅲ F

幣|IⅢ
蘇怠 静お泌=ク

機的毎に規格が民なる多はな無臨システムが
利用されているため相互連格が日盛

参考3(3/3).対策機関間での情報伝送
O対 策機関の基幹ネットヮークのあるべき姿

災害対策用の基幹ネットワー2を国際標準化が進展しているIPネットワークを基本に
構築し、災害情報の共有化を向上(研究会まとめ)

現状の問題点
1)通信方式 周波数が異なるため組織問
(市町村の災害対策本部と消防本部等)
での相互通話が困難

2)各市町村でネットワークやITシステムが
個別に整備されているため、
相互通話 情報共有が困難

3)無線ネットワークは電話/FAX使 用を
想定した狭帯域であるため、
映像伝送やデータ通信に不向き

塁
対処策
④ 災害時の通信需要の増加へ対応した大容

量通信
⑤ 国際標準化の進む Pネットワーク化

による情報共有
⑤ 異なる機関間での相互通信を可能とする方

式の変換
0高 度なセキュリティ

Ⅲ8)移 働同

く可鶴

地域防英系

的い
う
や

消防本B「

:翠熊

1

市町付賞皆対策本部

消防壊a篤 捜
消

市町材防贅行政篤は



参考4.大 型展開アンテナの技術回―ドマップ
¬3m O(ETS‐ V )-30 50rn φ

危機時の確実な通信、遠蔽等を考慮しても音声通信可能.
条1年がよい場合は動画像伝送,
一実際の減哀状況害はETS V‖実験て調査
トランシーバ(5W程度)であれ ま 上り最大教Mbps。

(周波数言り 当て事は課題。)

告岳旨富トラツシーバ出力と編畳アシ予)[

＼ ‐  ‐ |

速姦等を考慮しても着声通信可能

条件がよい場合は動画優伝送

30 50m φ

3 0 m め

1辺 36m

23モシューブレ

十補助モシェールH2

ETSiVl【10口ひ)
1辺  24m

14モシュール

14L帯電諭 600mW OdB     ‖

は'電言トランシー′(出力(‖)
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参考5通 信需要に応じたネットワークの再構成を実現する技術の技術ロードマップ

大型化の例

4 0 ! コ立

1辺 40m

30モン■―ル

十補 助モブュ ル12

（
ｆ

撃

■

ト

ハ

ト

叫

申

災害発生時 :

被災地域に能力を集中

変更可能な項目

状況に応じた

利得可変
通信範囲の変更

ネットワーク再配置技術
(アンテす)

和得可変
通信範囲の変更

W  i N D S

送受
1～2ビーム可変

主8。走査

ビーム数の変更

ETS‐V】

送信1ビーム

受信2ビーム

±10°走査
ビームのた査

2005 2010 2015


